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１． 研究の目的
本稿は，前稿に引き続き，購買行動や心理における消費者の自国ひいき
の傾向を表す概念としての消費者自民族中心主義 (consumer ethnocentrism,
CET) について考察を行う。前稿では，同概念の定義そのものに対する再
検討およびそれに基づく独自の測定尺度の再開発に重点をおいたが，そこ
で表れた多次元構造について本稿ではさらに考察を進める。
従来の消費者自民族中心主義とは，「国内経済への破壊や失業人口の増
加などの懸念から，外国製の製品 (foreign-made products) を購入することは
適切でない，あるいは愛国的でないという消費者の信念」(Shimp and
Sharma, 1987, p. 280) を指すものであるが，その前提となっている自国製品
対外国製品といった対立構図自体が近年のグローバル経済の急速な進行下
で成り立たなくなっているのは前稿で指摘したとおりである。すなわち，
国間の経済関係は単純な輸出入からより緊密で複雑な形に変化しており，
特定の製品について自国製品かあるいは外国製品かを簡単に判断したり，
さらにその購入による国内経済や雇用への影響を単純に語ったりすること
はもはや不可能になっている。
こういったことから前稿では，グローバル経済時代における消費者自民
族中心主義に対して，「自国企業やブランドへのダメージへの懸念，ある
いは経済活動での国／民族のプライドを支える自国企業やブランドの役割
への認識などを理由に，外国ブランド製品を買うのは適切でない，あるい
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は国内ブランド製品を優先して買うべきだという消費者の信念」と再定義
した。さらに，既存の測定尺度 (CETSCALE) に国／民族のプライドを支
える存在としての自国企業の役割への期待を表す項目を追加し，独自の測
定尺度を開発した。中国で行った実証調査データの分析の結果，中国消費
者の自国ひいきを語る中で上記のような傾向は強く存在することが判明し
た。一方で，尺度の内部構造に関しては，多くの既存研究と異なる多次元
構造がみられている。
そこで本稿では前回提示した独自の CET 定義およびその内部構造につ
いて，新たに得られた実証データに基づきながら再考察を試みる。以下で
は，まず第２節で既存研究の知見を整理し，続く第３節で新たな実証調査
の概要とそれを用いた実証分析を紹介する。そして最後に，まとめと今後
の研究課題について述べる。
２． 既存研究
消費者自民族中心主義概念を測る尺度として，計１７項目からなる
CETSCALE の内部構造については，Shimp and Sharma (1987) がアメリ
カ市場での実証調査からその単次元構造を明らかにして以来，その後の多
くの研究により多様な国で発見されている。また，Netemeyer et al. (1991)
は Shimp らの１７項目の簡略版として１０項目を抽出し，アメリカ，フラ
ンス，日本，西ドイツの４カ国でその尺度の妥当性と信頼性を検証し，単
次元構造を確認している。CETSCALE のもう一つの簡略版としては，
Klein et al. (2006) で示した６項目がある１）。Shimp ら以降の CET 研究の
ほとんどでは，これらの測定尺度に基づいて考察を行っている。
単次元構造が確認された国々としては，イスラエル (Shoham and Brencic,
2003)，アメリカ，フランス，日本，西ドイツ (Netemeyer et al., 1991)，中国
(Wang and Chen, 2004; Klein et al., 2006; Zhu et al., 2006)，トルコ (Kaynak and
１） 詳細は前稿表１を参照されたい。
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Kara, 2002)，ロシア (Klein et al., 2006; Thelen et al., 2006) などがあげられる。
ただし，一部の研究において，CETSCALE の単次元構造はある程度の修
正を経てから得られたものである。たとえば Zhu et al. (2006) では Klein
et al. (1998) の６項目を用いたが，単次元構造の適合度が低く，それを満
足のいく水準にまで高めるため，最終的には４項目に調整している。
一方で，CETSCALE の多次元構造が確認された数少ない研究として，
ポーランドにおける二つの研究があげられる。Marcoux et al. (1997) では，
ポーランドの都市部高学歴者の西側諸国製品に対する態度を考察しており，
翻訳上の問題および文化の違いを理由に Shimp らの１７項目から２項目を
除いた１５項目で CET について考察を行った。その結果，保護貿易主義
(protectionism)，社会経済保守主義 (socio-economic conservatism)，および愛国
主義 (patriotism) の三つの因子が抽出された。そのほか，Supphellen and
Rittenburg (2001) では，Shimp らの１７項目で因子分析を行った結果，や
はり三つの因子が抽出された。ただし，第一因子の説明力が突出して高か
ったため，同因子の１０項目のみを CETCALE として採用している。
また中国市場を対象にした Wang (2006) からも興味深い結果が得られ
た。同研究もやはり Shimp らの１７項目を採用しているが，因子分析によ
り二つの因子が抽出された。これらの二つの因子の自国製品の所有および
購買意向への影響に対する考察から，そのうちの一つの因子のみが従来の
CET 研究で扱っているような，すなわち消費者の自国ひいきの傾向を表
すことが判明した。もう一つの因子に関しては，同様な傾向がみられず，
自国製品の所有や購買意向を有意に説明することができないことが明らか
になり，著者は同因子を「自民族無関心主義」(ethno-apathetic) と名付けて
いる。
以上でみてきたように，これまでの CET 研究は基本的に，Shimp らの
初期の研究に基づいており，多くの場合 CETSCALE は単次元構造とな
っているが，ポーランドや中国での研究のような例外もある。
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前稿では，独自の考察から CET を再定義し，測定尺度に関しても，従来
の自民族中心主義で扱ってこなかった，よりソフトな形での自国ひいきの
傾向を測る項目を加えた新しい CETSCALE を提示したが，その多次元
構造が実証分析により明らかになっている。本稿では，その多次元構造の
安定性を確認するため，新たに実施された実証調査のデータで再検証する。
さらに，多変量解析により因子間の関係を考察することで，独自の CET
および CETSCALE の妥当性およびその意味合いに対する理解を深める。
３． 実証研究
調査は広東省広州市にある某大学のビジネススクールの MBA 学生を
対象に，２００７年１０月に実施され，１２０サンプル回収した。そのうち，性
別無記名の６サンプルを除くと，回答者の７１％が男子学生となっており，
前回よりは男子学生の割合が低いが，それでもバランスのとれたサンプル
とは言いがたい。
製品カテゴリーでは，前回の質問紙では学部の学生を対象にしたため携
帯電話を取り上げたが，今回は自動車と家電の２カテゴリーを取り上げた。
その理由としては主に，今回の回答者がより高学歴で高収入の MBA 学
生であること，そして国内ブランドのプレゼンスの高い家電産業と比較的
低い車産業で自国ひいきの傾向の違いを考察してみたい，の二つが挙げら
れる。実際，回答者のうち，車の所有率は２７％（１２０人のうち３２人），所有
者のうち国産ブランド車の所有率は１６％（３２人のうち５人）であった。家
電カテゴリーにおいては国産ブランドの所有率が９３％（１２０人のうち１１１
人）で，中国市場での国内企業の健闘ぶりが如実に表れている。
質問項目は前稿で独自に開発した新しい CETSCALE を採用し，すべ
ての項目を７点尺度（１：まったく反対～７：まったく賛成）で測っている。
各項目の平均得点は，前回の得点と合わせて表１に示す。
表からみられるように，新しい CETSCALE の平均得点は，今回のい
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ずれのカテゴリーにおいても前回と似たような傾向がみられる。まず，国
内企業やブランドを国／民族のプライドを支える存在と認識し，その成長
を願う気持ちを表す気持ちは総じて強い（項目１０～１３でいずれも平均６点前
後）。すなわち，強い国内企業やブランドは，国／民族の誇りで（項目１１），
世界で通用するレベルに成長してほしい（項目１０），そのため世界で十分
通用する国産ブランドがまだないことはさびしいが（項目１３），近年の活
表１ 各項目の平均得点
質問項目
１回目 ２回目
携帯電話 車 家電
１．我々はつねに国産ブランドの○○を優先的に考慮すべき ３．８３ ３．６０ ４．１８
２．例え長期的に損するとしても，国産ブランドの○○を支持
したい
４．１９ ３．７７ ４．０３
３．国産ブランドに選択肢がない場合のみ，外国ブランドの○
○を買うべき
３．７０ ３．９０ ４．０９
４．私は，できれば国産ブランドの○○を買いたいと思う ４．７７ ４．３４ ４．７７
５．外国ブランドの○○を買うことは，国内の○○企業やブラ
ンドの成長を阻害したりその従業員の失業をもたらすため，
望ましくない
２．８１ ３．１０ ３．１４
６．外国ブランドの○○を買う消費者は，国内○○企業の成長
へのダメージや，その従業員の失業に責任を負うべき
２．６５ ２．５３ ２．５４
７．国産ブランドの○○を買うことは，長期的にみてわが国の
経済の健全な発展に役立つ
４．４３ ４．６９ ４．８８
８．外国ブランドの○○を買うことは，国を愛さないことを表
す
１．８８ １．９３ ２．２４
９．真の中国人ならば，国産ブランドの○○を買うべき ２．８０ ２．８９ ３．０６
１０．国内の○○企業に，世界でも通用するレベルに強くなって
ほしい
６．５４ ６．６６ ６．５８
１１．強い国産○○ブランドは，国／民族の誇り ６．５０ ６．３５ ６．４５
１２．近年の中国の○○メーカーの世界市場での活躍を嬉しく思
う
６．２９ ６．２０ ６．３０
１３．世界マーケットで強い国産○○ブランドがまだないことを
さびしく思う
５．７１ ６．２０ ５．２７
注：○○に１回目の調査では「携帯電話」，２回目は「車」と「家電」が入る。
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躍は評価するしうれしく思っている（項目１２）。さらに，国産ブランドを
購買することは国の健全な経済発展に必要で，自分もできるだけそうした
い（項目４と７はいずれも平均４点以上）。
しかしながら，項目１～３の平均得点からみられるように，こういった
前向きな考えが，たとえ長期的に損をするとしてもつねに国産ブランドを
優先したいという積極的な購買意向にそのまま結び付くとは考えにくい
（ただし，家電に関してはいずれの項目も平均４点以上で，比較的に積極的である
ことは興味深い）。その背後には，従来の CET 項目（５，６，８，９）に対する
総じて消極的な態度がある（いずれも４点以下）。すなわち，外国ブランド
製品を購買することは国内企業やブランドの成長や雇用に負の影響を与え
るため望ましくないし，さらには愛国的でないという考えは全体的にみて
それほど支持されていないようである。
ここから，自国の健全な経済成長および国／民族のプライドを支える存
在としての役割への認識から国産ブランドには強くなってほしいが，その
ために消費者としての個人の利益を犠牲にしてまで支持することはなく，
こういった消費行動を愛国心と結び付けることもない，といった複雑な消
費者心理が２回の調査で一貫して表れている。
以上で浮かび上がったような複雑な消費者心理に対し，前稿では探索的
因子分析により３つの因子を導き出し，因子間の相関を調べたうえで，そ
れら因子はそれぞれ従来型の保守主義，理性的な愛国主義，そして自国ブ
ランド購買意向を表すと指摘した。独自の CET 概念の再定義および測定
尺度の再開発に基づいて得られたこのような結論に対し，本稿ではまず，
２回目の実証データに対し再度の探索的因子分析を行い，因子構造の再確
認を行ったうえで，因子間の関係について多変量解析を用いてより深い理
解を試みる。
因子分析の結果（表２），車と家電の両カテゴリーとも前稿での考察と似
たような因子構造が浮かび上がった。すなわち，外国ブランド購買を国内
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企業の成長や雇用の破壊に結び付け，そのために愛国的でないという従来
型の保守主義を示す因子Ⅰ，世界経済における国／民族のプライドを支え
る存在として期待し，その成長を願う考えを示す因子Ⅱ，そして自国ブラ
ンド製品の購買に向けた意向を示す因子Ⅲ，の３つの因子が確認できた。
これらの内容から因子間の関係を考察してみると，一定の因果関係が存
在する可能性が浮かび上がる。すなわち，従来型保守主義を示す因子Ⅰと
表２ 因子分析の結果
括弧内は家電の場合
Ⅰ Ⅱ Ⅲ
１．我々はつねに国産ブランドの○○を優先的に考慮
すべき
２．例え長期的に損するとしても，国産ブランドの○
○を支持したい
３．国産ブランドに選択肢がない場合のみ，外国ブラ
ンドの○○を買うべき
４．私は，できれば国産ブランドの○○を買いたいと
思う
０．０５
―０．０４
０．０１
０．０７
―０．０８
―０．０６
―０．０６
０．２０
０．７３（０．７９）
０．８４（０．７３）
０．７９（０．８１）
０．６１（０．９１）
５．外国ブランドの○○を買うことは，国内の○○企
業やプランドの成長を阻害したりその従業員の失業
をもたらすため，望ましくない
６．外国ブランドの○○を買う消費者は，国内○○企
業の成長へのダメージや，その従業員の失業に責任
を負うべき
７．国産ブランドの○○を買うことは，長期的にみて
わが国の経済の健全な発展に役立つ
８．外国ブランドの○○を買うことは，国を愛さない
ことを表す
９．真の中国人ならば，国産ブランドの○○を買うべ
き
０．５９（０．４９）
０．７６（０．８３）
０．００（０．０５）
０．８８（０．９８）
０．６９（０．７５）
０．０６
―０．０１
０．０９
―０．１１
０．０３
０．２８
―０．１０
０．５１（０．５６）
―０１１
―０．０７
１０．国内の○○企業に，世界でも通用するレベルに強
くなってほしい
１１．強い国産○○ブランドは，国（民族）の誇り
１２．近年の中国の○○メーカーの世界での活躍を嬉し
く思う
１３．世界マーケットで強い国産ブランドの○○がまだ
ないことをさびしく思う
―０．０５
０．０３
０．０７
―０．１５
０．４７（０．８０）
０．７７（０．８７）
０．８０（０．６９）
０．５３（０．１４）
０．０９
―０．０７
―０．０３
０．０６
注：因子抽出法は主因子法。回転法：Kaiser の正規化を伴うプロマックス法。３因子で全分
散の５４％（家電では６１％）を説明。
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理性的な愛国主義を示す因子Ⅱが，互いに影響しあいながら国産ブランド
への購買意向を示す因子Ⅲに影響するのではないだろうか。その可能性を
検討するために，前回のデータと合わせて多変量解析（使用ソフトは AMOS
7.0）を用いた考察をさらに行った。
まず，携帯電話カテゴリーの調査データを用いた分析からは，従来型保
守主義と理性的愛国主義がそれぞれ国産ブランドの購買意向に有意にポジ
ティブな影響を与えていることが確認された。さらに，この二つの因子間
は負の相関関係がみられており，国や民族のプライドを保つため自国企業
の成長を願うが，かといって国産ブランド購買を自国経済や雇用，さらに
愛国問題に結び付けることには懐疑的な傾向が観察された。
つぎに，車カテゴリーのデータの分析結果をみてみると，国産ブランド
の購買意向に有意な影響を与えるのは，従来型保守主義のみである。車カ
テゴリーにおいて，中国消費者は国内企業の成長を強く願っているが，そ
の気持ちは必ずしも国産ブランドの購買には結びつかないようである。ま
た，従来型保守主義と理性的愛国主義の間も有意な関係が見られず，車カ
テゴリーの自国ひいきでは従来型保守主義の独り歩きの状況が見受けられ
る。
最後に，家電カテゴリーの分析結果からは，従来型保守主義と理性的愛
国主義の両方が国産ブランドの購買意向に有意に影響している。すなわち，
図１ 携帯電話カテゴリーの分析結果
注１：***：P＜０．０１，**：０．０１＜P＜０．０５
注２：適合度指標は以下。カイ２乗＝３９．３８（df＝４７），p＝．７８；CFI＝．９５；RMSEA＝．００
従来型保守主義
理性的愛国主義
―．１９**
．６９***
．１９**
国産ブランド購買意向
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家電製品に関しては上記の車の場合と異なって，国内企業の成長を願う消
費者の気持ちは国産ブランドの購買に一定の影響を及ぼしている。また，
従来型保守主義と理性的愛国主義の間は依然有意な関係がみられない。
このように，三つの製品カテゴリーでそれぞれ異なる構造が発見されて
いるが，従来型保守主義は一貫して国産ブランドの購買意向に有意に，強
い影響を及ぼしていることが確認された。一方で，理性的愛国主義に関し
ては，携帯電話と家電カテゴリーでは国産ブランドの購買意向に有意に結
びつくが，車カテゴリーにおいては同様な傾向が見られなかった。その原
因については次節で若干の考察を加えたい。
４． むすび
本稿では，前稿に引き続き消費者行動における自国ひいきの傾向を説明
図２ 車カテゴリーの分析結果
注１：***：P＜０．０１
注２：適合度指標は以下。カイ２乗＝９０．５９（df＝６１），p＝．０６；CFI＝．９５；RMSEA＝．０１
図３ 家電カテゴリーの分析結果
注１：***：P＜０．０１
注２：適合度指標は以下。カイ２乗＝７７．５５（df＝４９），p＝．０６；CFI＝．９６；RMSEA＝．０１
従来型保守主義
理性的愛国主義
従来型保守主義
理性的愛国主義
．７７***
．７６***
．２５**
国産ブランド購買意向
国産ブランド購買意向
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する概念に焦点をしぼって，前回提示した独自の消費者自民族中心主義の
概念とその測定方法について，新たに実施された調査データに基づきさら
に実証的な考察を加えた。
その結果，前稿の独自の CET 概念の妥当性がある程度証明された。グ
ローバル経済が急速に進行している今日，特定の製品が外国製品か自国製
品かを判断し，その購買行動による利害関係を明確にすることはますます
困難になり，消費者側もその点を十分に認識しているが，消費者行動にお
ける自国ひいきの傾向は依然存在している。具体的にいうと，従来の CET
研究が考察を重ねてきた，外国製品の購買と自国経済の発展や雇用環境，
さらには愛国心と結びつけて考える傾向（本稿では従来型保守主義と呼ぶ）
のほかに，世界経済での自国／民族のプライドを支える存在としての国内
企業の役割に期待し，できるだけ自国ブランド製品を支持したいという考
え（本稿では理性的愛国主義と呼ぶ）が確実に存在する。
しかし，これらの二つの要因が実際の国産ブランド購買意向に与える影
響パターンは一定ではない。従来型保守主義は一貫して国産ブランドの購
買意向にポジティブな影響を強く与えるが，理性的愛国主義の場合は携帯
電話と家電カテゴリーのみで有意な影響が確認され，車カテゴリーではそ
れがみられなかった。また，両因子間の関係においても，携帯電話カテゴ
リーでは負の相関関係が見られるのに対し，車と家電カテゴリーでは互い
に独立している。
このような状況が現れた理由については，製品カテゴリーの単価による
消費者の関与度の違い，サンプル属性の特性，調査地域の特性などが考え
られる。たとえば，携帯電話と家電は単価がそれほど高くなく，自国企業
を支持したい気持ちが購買意向に結び付くのが比較的容易だが，車の場合
は単価が高いため，自国企業への支持がなかなか購買意向には反映されに
くいかもしれない。また，１回目の携帯電話の調査データは東北地方の学
部生を，２回目の車と家電の調査データは華南地域の MBA 学生を対象に
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しているが，中国では一般的に，東北地方は華南より，内陸部は沿海部よ
り，また大学生が一般社会人より，政治に敏感で自民族中心主義の傾向が
高いといわれている (Wang, 2006)。そのため，今回のような調査テーマで，
これらのサンプルの分析結果を直接比較して一般化できる結論を得るのは
難しいと考えられる。
これらの問題点を踏まえた上で，今後の研究ではより多様な地域および
国で考察を続け，新しく提示した CET 概念と測定方法の妥当性と一般化
を図る必要がある。また，複数の製品カテゴリーでの考察を進め，カテゴ
リー間の差異の存在の有無およびその原因を明らかにすることによって実
務上有意義なインプリケーションを導くことができるだろう。
（本稿は成城大学特別研究助成による「グローバル競争下の企業経営」，および日
本学術振興会科学研究費補助金による「多地域でみる敵意の消費者行動への影
響」（課題番号２０８３００９０）に関する研究成果の一部である。）
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